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豆

つぎに本舎の構成と内容をJI質を迫づて慨指することに

しよろ。 「人口と食績事情」と題する第1箪ではまず1

人当たりでみた食料品の消費量を需婆量と比較し，食生

活の内容を分析する。その中で穀類を除くと，おおむね

需婆監に満たないとしながら，とりわけ生鮮野1祭や乳製
♂I、ヒと乍ミ＞ Cの不足を強く指嫡している

ようtcf主＇U,r;今の｛11：水準』まカロリ一摂取最にt》1毛わわJ ごL、

ろ土［、 1是！ふりljに分析を行なう。それにヒる土全体〆Eし

で7 iけピL人のカロリー摂取量は必要最の76%にすぎ

ないとみており，幼児死亡率の高さや発育不良はこのた

めであるとする。同様に現在みられる岡本人との体力差

もまさに向閣の劣悪な栄養水準の結果であると説明して

いる。ではこのような悪条件の克服はいかにして可能で

あろうかラもちろん食糧生産を全体として引き上げるこ

とがr,r上り p;:1主しい。とりわけ米お上ひ：トウモロコシ
It i 'Wなウロリー源として1970年には65｛ド0)]0%/L1.、し

1:,0.，山W/IJIIキ，主た豆類や果実，生鮮野菜子nもそれぞれ
J(lf)けりかん400%の増加が必要とされてL、み｝と二九で米

n政l{f1／）強力t;J＇／！産計函もあるため，遠方、r，ず向給が可
能となろうが，食肉，魚類，鶏卵，巣物，野菜などは，

今後，自給率が低下する事態すら予想される。とのため

肥料の増投や種子改良，害虫駆除，間作の普及など既存

知識の活用によゅて土地利用を高度化する必要があり，

二れに，］： ＇＇て食 j/，＼供給を増大するばかりでなく，栄養水

当初，i(,JIをはかムねばならないと説ャてし、るう

!1, L・ミーアズ（L伺 a A. Mears）はとくに70年

代における米の需給問題を取り上げるが，その際，人口

許｝杓のため，供給が需要増に追いつかなかったfi（）年代に

比べると，かなり条件が異なるのではないかとみる。

その一例は，すでに多収穫品種の導入にみられ，これ

による収量の滑加はヘクタール当たり50カパンと推定さ

れている。このため70年代における米の需給状態は一変

する司能性すらあるとしている。しかし，この前提に

は， i雀絞抱設や乾燥・貯蔵施設の拡充， f係協支持政策の

幣11iiltr E、［分な環境作りが不可欠であ0と述ーくている。

る。このため大学院のカリキュラムも人口論から経済

学，統計学，社会学，心理学，地理学，行政学に透るま

で広範に及んでいる。一方，学内外の参加者を対象とす

る5～内週!HJ(f）特別講座はコンブァレシスの1m依土並ん

で点要な・rr業υ，h由iの一つであり，一鮫にけずどけj干蒙活動
と1て't,}(,_'i-frl':t！討を果たしているり

人口問題は今日，低開発国の発騰にとり一つのアキレ

ス腿として，国連をはじめ各方面から指摘しつくされて

つ「リピンの場合も人I,1w11m；与は年千九 5%と異常

ic,i:i＂合二I、しておりその例外ではけとし τtc,, ・, 1960年以
徒、 111］ロ」は手均5%台の経済成l－＇：十＇（実質 jぞi主戒し東南

「 C ＇っこおし、て中位の成長国にご 7ン 7.¥h で:iいるが．

l人，，，1;c: Iiでみた所得はほとんとW/!Jil：＂，，み 3士ぐいないっ

これは明らかに過大な人口増の反映であり，経済開発の

前途に暗い影を投げかけるものであるとい丹てよい。

「1970年代の7 ィリピン人ll』と越せ「る本容はこのよ

うな問題意識のもとに＇J:i面する人口問題をとくに食樋供

給．耳軍用可教育，医療施設などとの関連で統計的に分析

I ／こが：－，，他方，人口増と人［！のr,1;,Ji丘、：ドに上勺てもた

・, ¥;p "'.1 :-1：会環境の変化をあわせて11¥J思＇：： L （＼，、るっこ

れにlト Jご本書は人1--l問題を経t斉ιド守！とLとのみならず

l主要な社会問題として考察の(.j年I':L てL、イp したが，' 

で、人r1問題のかかる多面的な検討は 1人の研究昔をも

って網羅することは到底望むべくもない。 M• コンセ 70

シオン（MercedesB. Concepcion）の編箸になる本舎は

1967年11月，国立科学開発庁とフィリピン大学人口研究

所の共催のもとに行なわれた第2間人口コンファレンス

のペーパーから成り立ってし、るつその｜人rz千i士専門分聖子の
14なる14人の研究者が，それ：＇：＊ししりす場かん勺面するフ

1’リピ〆ゴ1人口問題を論じたものである ごの意味で本

，＇；＇；土 Tnter-disciplinary Approach Iこ主る人IJ問題の角平

lljl ':: Iゼペ つの野心的な試みとな， C °＇、どJ
この試みも63年以来同研究所における活動計画の一環

として今や定着した感がある。というのも第3回コンフ

アレンスは昨69年末にもたれており，人11問題に対する

分析視角も回を重ねるにつれていよいよ多様化し深めら

れているからである。編著者は現在当研究所において所

長のイモにあり，家族計画を中心に人il 問題を研究するか

tとわじ，本格的なデモグラブ！ーのお，tf=il'~ り組んでい

＼！じ紅白Ies B. Concepcio口引L, l'!u/lJ小川cl'oρ－ 
11/at/011 in the Seventies. i》f内じeedin日N of the 
Second Conference on l'opulηtion, 27-'.29 No-
veml〕er1967, Manila: l、川rnnunity l'ublishers, 
lnc., EHi9, viii十469p.
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ことに灘瓶施設については新たに8077ヘクタール以上を

必要書とすると述べ，米作農業における水の重要性を，あ

らためで強調している。

竺の上うに米の自給につL、て；士、その可能什．を積極的

に認めるが，その時期は』t'~ tくd制E［地設を中心とし

三政i(f,rJ継続的なインフヰ川、ヲ 'J,. ' r整備を有効な

11ff1俗文持政策にかかってし、る壬していら、

つい守「雇用と教育jと地とするm2，；；では，まずB・
ペレス（BernardinoA. Perez）と M• グプタ（M. L. 

Gupta）が労働力人口の将来を予測しており， またこれ

に見合ゥて，雇用量がどれほど増大するかを検討してい

る。それによると，出生準が現状のまま推移すると仮定

した場合，労働力人口は人口婚に比例して今後も増大せ

さうをえないとみる。ちたみに195ti～日fドの10カ年で労

働力は年率2.9%の伸びを示したが、この伸びがかりに

70年まで続くと，新たな労働力かfa{r:i:n：，日淑｝人ずつ排

出すζ｝こととなる。したが－ .て現れの4り年計調期間

(1967～70年）に 133万8000の労働力が新たに加わるこ

とになろうと見込んでいる。一方，間百十聞によると，失

業率は半失業者を含めて70年までには初年度の13%から

7.2%にまで低下させるという。療用者数の産業日IJ予測

では，幾業部門の伸びが計蘭期間中に 674万5000に見積

もムれているが，実際には新たな権行］）＇／＇／を生むという上

川， t－－失業者の減少をもたら「収i変にJI：走るのではない
かとして，農業剖1門におftる「1rU-I干WIには｝－；：きな評｛獅は与. 

えて

し力、に，1産コストは｛氏Tし’かつJ乏'f：！リri持は増大しょう
が，半面l，単位当たり労働投入量が減少するため新規の

雇用拡大効果はあまり期待できないからだという。瀧概

施設の整備は建設現場の雇用増をよぷであろうが，これ

は農業外のことであり，農業部門の雇用憎には直接結び

つかな」、。肥料の増投，農薬の持及trどにしても，農村

における半失業者の吸収仁役立つ程度であろうと述べ，

農業部門における過大な労働力の吸引に疑問を投げかけ

ている。

主だJ・ウィリアムソシ (JeffreyC. Willi釘nson）と

D・ デボレツ（DonJ. Devoretz）は教育をフィリピン経

済の資産としてみる立場から，その収益性を測定する，

いわば教育投資論の立場から教育の検討を行なう。それ

によると第1に，教育資本を物的資本の蓄積と比較した

場合， 60年以後，両者の聞に明らかにギャッフ。が現われ

はじめ，今日，後者が前脊を大幅に L・Hっているぷに注

目する これは収益性におν、て｛せr,ーが1'1口一討を上回るため

書鮮

にもたらされた当然の帰結であると説明し，注意を喚起

している。第2は，教育資本の蓄積は労働の質を改善す

ることによって生産性の向上をもたらす。この意味で悶

民経済のI没jをに与えるイムパクトは大きいはずだとし，

教育i'.i-1~わなち遅れに反省をうたがしている。第3 は，

-7 { ＇） ピLにおける教育の収益約は｛也の低開発国に比べ

て、おおむね劣るが，高校レベルのそれはllffーの例外で

あると述べている。さらに収益性の低い教育投資の現状

を学校教育の内容からも検討を加える。とくに高校にお

ける職業教管の軽視，大学における法律偏重など教科の

選択に問題があると指摘している。また0・コノレプス

(Onofre D. Corpuz）は， 70年代の教育問題は人口の士官

加によ qて施設や教材の不足などに集中的に現われよう

が これは公立学校局の予算の大、i'oが人件費である現状

では，む、L7-,'''i然のことであると L、ぷ本（1(1な教育政葉

の策定こそが？を要であると主張するのそのq，でかれはカ

Ii ¥' -, ・"iムの改正を第1に取り上げ、抱，ixや人付の有効

干l])ll，教育子算の効率化，教育によるすンバワーの養成，

高等教育の再検討などを軸に改正の方向を示唆してい

る。その一例としてカリキュラムの設定に際して，基本的

な学科と周辺学科を分け，とくに後者は生徒の能力や地

域の実情に応じて編成されることが望ましいと提言して

十る。士／こ！＆人教育やコミュニティ・サービスにけする教

煮の｝財政なども定期的に行なわれて然る／ミきどという。

かく Lて教育を地域の開発や経済の成｝去に民法，役立つ

上ヲな )f~で再編成することが当IfTi の課題であると述べ，

70if-／ににむける教育のどジョンを提示しょこ感じである。

第3傘では予想される「都市化」の課題を展望する。

G・へンダーショッ卜（Gerry E. Hend日rshot）による

と，フィリピンの場合，都市化といっても主にマニラ地

区にみられる人口集中であり，都市化即工業化ではない

点が，J¥;要であるという。いいかえれば同国における人口

の部，Uttt11：土絵本的には農村の貧同と生i，号不安に基づく

七のであ；て，都市の雇用吸収カが増大したためではな

いとする。ことにこそ都市問題の焦点があり，この現象

は70年代にはいっそう深刻な形で追ってくるのではない

かとみている。かれによると都市問題は内容的につぎの

二つに区分できるという。第1は人口の集中，増加その

ものによって生ずる問題であり，ゴミ処理はその一例と

みる。第2は，人口の集中や増大によって人間関係や人

間とそれを取り巻く社会環境，技術などとの諸関係に変

化が現われる点で，犯罪の靖加はその典型であるとい

うa 三のf,llj青はそれぞれ性質を異にFるため，同ーの方
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ここごご士＝害 訴T-

辺、で分十干し，同ーの次元でI¥平次することは困難である。

前討の解決は通常，施設の拡大に tpて弓能であるが，

i走行川崎合は，施設の拡大に上ろの九ではなく新たな観

！，＇！：から組織の改編や計画化が必要であるとしており，そ

れだけに1'11）者に比べ悶難も多いと論じている。

「人Itと健康Jと題する第4章ではまず， M・ハシン卜

(Melchor L. Jacinto）が70年代における公衆衛生，医療

サーピスの問題を医療施設の現状，死亡，.rの低下，伝染
I討しり駅遂などの観点から11'>'.i) _J・ i「〆ミ ι とくに医療施設の

よl!i!＇.に間違して近年 7 ニ千を iドL、；こ木flふ食品腐敗，

プミ処理から大気汚染， 十えは汚濁；こ寸三る主で大都市特有

の出1;:11司題がひしひしと押し寄せとし、る王警告を発して

い二のように一方におィ、てl(liらかに丈i汚環境の悪化

がみられるが他方では医療施設の改宇野が進んでいること

も符だしなし、。これは近年における幼児死亡率の低下に

明らかに反映しており，この傾向が今後も続くことは問

違いないとみるο しかし今後も著しい人［］併が予想、され

ι三，1,I壬療極設の拡充は三れに；巳い1かたいであろうと
J行j/j・I・ろ。また同国の幼児死亡J、が日；Jf¥/{E，なお68.5%,

I, 'A::fil!cllこ比べて異常に一山くか／コ 1>(¥:!>11：；亡者の25%を

r' ，，れて L 、るこをに注目し，栄長 1kt~ 0)•)1 ;1:J二げのみなら

r1・(1K，メ＋ーピスのいっそうの改／｛がど、夜てあると力説し

ているのまたこれに関連し℃毎年初、＇ 1数の医療t浮攻生が

が業後アメリカ，力十ゲを中心とした諸問に流11：してゆ

く現状に言及し，とれによるマンパワーのm失l:t国内需
婆が大きいだけに見逃すことができなし、と述Jζているの

M・コンセプシオンとG・ヘンダーシ司ソトは，Mr代

における人口政策を家族，lI ： ~11に求め、実f色調査によって

件たデータを手掛かりにその土似たをうf111L将来をj民望L

-.-＇・、る l この調査は全国各地の既婚対人士対象に行なわ

れたもので，人口問題を汚えるうえで明はある結果を提

供している。たとえば15～44歳の既婚婦人の場合，平均

6“8人の子供を有するいわゆる大家族だが，家族計画の必

要性については原則的には大半が認めており，この点で

カトリックの国フィリピンにおいても意識の変革は徐々

に行なわれつつあることを示している。半面，観念と現

実の.・，だたりは全国的になお大きいた灼、現在の高い出

汁ネは当分続かざるをえないとみとL巳れr

l人口成長と経済発展」と題するq}5 tfではT・7 ク

へ－！レ（ThomasR. McHale）が70年代に当面するフィ

I) t二／の諸問題を標題のfl1度から論じている。そこでか

れは農業部門の発展が70年代におヤて主要な雇用吸収力

となるとし寸命題に挑み，ペレスらと同じく，これに否
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定的tr見解を－ぶしている。かれに上ると，農業における

利用iif能な土地面積は2開。万ヘクタ← 1＼..－土 L、われる富士

ff1i伎のm主’！守i1，めるという見方もあるが、ごの中には排
水l射や l:J察において農業に適さなし、土地がかなりの比率

をr5めるばかりでなく，工場，住宅，道路，空港など非

決議用地の需要増大が予想されるため，震基地としての：土

地利用はたかだか1000万ヘクタールにとどまるのではな

いかと予測するの 66年現在，耕作箇積がすでに 830万ヘ

ヴケ ル；.：t及んでいるだけに農業開発における土地面
かんの；fil]k(Ht111・晩現実化せざるをえな；.， i:m摘するo し

どが lて際業生産拡大のため今fをはlji.{,'f "'iたり収量の増
大ヤ［人九！：り農地保有面積の拡大，機械化の大幅な導

入などが大きな課題となろう。その半rfri，機械化による

人間労働の代替は今後，農業部門における濯用糟大に暗

影を投げかけるものではないかとし甘熊農閣の例を挙げ

るの一方現在の年齢別人口構成をもとに将来の労働力人

11を予測す‘ると， 1970年には12削万が75年に1420万， 80

Tfとしtlfi80万人にもなるとしており， 三のよ自力日分の吸収

を；；＇~＋：部l"l により多く求めることは i二述の説明からも不

＂陥に近いとし，むしろ国民経済自体の総本的な改造が

必要でふる正している。そのため属工業投資企年間50憶

ヘノ以l：に，；iさ七げねばならなνが，現在の投資額はそ

の半分にすぎない。＇＇＇ 1面必要なことは限られた資本を政

府の斑切な政策によって有効に利用することであり，い

ャかえれば工業化を進めることが，また糟大する労働力

を吸収する道であり， 70年代の人口問題に対処するゆえ

んでもあると強調している。

廻

こjl;主で本円の内容を章別に概観したが．冒頭にも述

，，たように本存が各界の専門家かん成るセミナーのぺー

ノJーであるため，フィリピンの人口問題に関する共通テ

ーマではあるが分析視角は広範に貰っている。このた

め，その一つ一つを誤りなく紹介し，コメントすること

は至難のことといわねばならない。それだけに，人口増

加が同国の社会経済にどのような問題を投げかけるかを

多段な何度カーら教えてくれることも事実であろう。この

上九に本たを理解しながら，わたくしのもつ問題意識を

ど，－rつけ加えることによって，本書に対するコメントに
fl;:えようと思lう。

本丸の！蒋！友から知られるように70年代に予想されるフ

ィリピンの人口問題を質量の両前から接近し，問題点を

足示している点で本舎はいちおう成功している。すなわ
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ち量的な接近では第1に人r.:iの将来を食樋需要や雇用機

会，教育機会の伸びとの関速で統計的に分析し，これによ

って人口増が70年代の同闘においていちだんと問題化せ

ぎるをえなu、争T古を明らかにする..--1;‘病院数や医師

孜、者護婦数などの現状か「， （，人ilt（＇）グペ，たらす問題点

土数！ihiヲに洗い出し注意をl喚起し口、ふ これらの分析

に仁 lて人口増加が70年↓、ff辻のブ （・J l:・ ＞経済や社会に

どのようなひずみをもたじすかがiりi（，か；こされておリ，

この点はたしかに説得的でもある。しかし，分析結果は

慨して悲観的であり，また一般の関心を打ち被るほどの

新味に欠けている。その点，コンセプシオンらによる調

査結果は家族計画に関する意識水準を示ナものとして有

益な資料となろう。これに対し人口問題の質的な側面を

ぬ..三ものの中では，第Iにへ／ケ・－＞ゴアトのペーパ

ーがあるo この中でかれはブ 7リヒツ♂〉人口増加が同時

に人11の都市集中（ただし.＇ニラ iむ［ペ九みをf芋つてU、る

／、

；苧Pれ主bとする Oしかし重要な4二とit，」亡,1,..方1必、ずしも都7↑ 1 

の雇用量増大によるものではなく，農村における過少な

就業機会こそが某本的な要因であるとして，都市化と工

業化における直接的な悶巣関係の存在を谷定している。

この指摘は明らかにフィリピン（というより低開発国）

ヅ）人11集中＝都市化の実（本を鋭く i草山、どおり，都市イヒに

}tすう理念の再検討を迫るす）のど fよることができる。

ii¥ 01 i主，ハシントが医戊什ービスヲ｝不足に関連して

ザパワーの海外流出に行犯しι以cふる。たしかに
Brnin Drainは近年，フ ri) i二ι／ で灯台L、関心が寄せら

れている問題で‘あり，それ自体正しし、指摘に違いなし、。

人口の都市集中が国内における人口の移動であるとすれ

ば， ここにいう BrainDrainは国際間のそれである。

両者とも地域間の水平的なモビリティである点で共通す

るが司その性質は明らかに呉なっ口、る つまり後者は

通if1J1，、わゆる上向移動であるのにはL1'11! r,－は必ずしもそ
のにらな内容を伴ってはし、なL、かじてふ；50 他方，それ

!'JI：に重要な点はひとたu、；N1トに流／I',L F乞マンパワーが
r,q内に容易には環流しな1ことてキ，：＇.， このためマンパ
ワーの供給に斉慮する同国にとけて，かかる現象は致命

的なことであり，ウィリアムソンらのいろ教育の収益性

を著しく阻んでいるとみることができる。それ故，必要

なことは， かかるマンパワーの圏外流出を単に Brain

Drainとして指摘することではなく，一方的な労働力の

流II l t，，一定期間後になぜi;,t;ii,，ぜるこどができないかを

たill＼寸一ることではあるましかl

望書 評

マンパワーの不足が慢性化しそれによって国民経済の

成長と福祉が損われている同国において，環流のないマ

ンパワーの海外流出は，けっきょく園内にそれをとどめ

るべきイ＞セシティブが少ないからであると脅えるほか

はない行t出Iから都市へ，国内から凶外へという一連の労
働力防動はそれぞれ前者における食凶が某本的な要因で

はあゐが、さらにパーソナルな諸関係が役会制度や人間

のヒゾヘービアに根強く付着していることがft-理的な労働

力の流動性を阻むばかりでなく，マンパワーの海外流出

をも促進しているとみなければならない。多数のインテ

リ失業もその一例であるにすぎない。コンセプシオンら

のいう家族計聞も当面の人口対策としてたしかに重要で

はあるが，半面，所与の労働力を質的に装備し，有効に

活用することが先決である。このため国の内外にわたっ

ζ労働行移動の実態を把握するとともに，その要因を社

会制！乞どの関連において明らか仁することが， 70年代の

人i1 u:r起に絞返する重要な鍵となるのではないか。
これにみfし工業化による国民経済の再編成を力説した

マクヘーノレやペレスの所論は開発戦略としてのみならず

長期的な人~』対策としてたしかに議婆な提言であろう。

なぜなら資本設備の増加は技術進歩の急速な現代におい

ては明らかに人口増を上回っているからである。

Lρ‘し低l耳＼4/'j国の場合，重要なことは資本ぷ仙の増加

が、どのj企業分野で行なわれるかというJ江てマあ九う。フ

ィリピンのご土く人1-1過大な低開発凶にむし、て装置産業

への投資比大はいったいどれほどのf1/i片jt百合乍むであろ

うか このように考えると，岡田の場fr，資本ぷ（1ii1の増加

も脳用吸収力の大きい機械工業や軽工業を中心とした産

業分野にしぼられざるをえないであろう。マクヘ－！レら

の指摘をまつまでもなく，工業化は低開発国の開発戦略

として，すでに主要な潮流のーっとすらなついる。それ故

今ii必要なことは工業化を一般論として提示することで

はなく，民開発国の特殊性に応じて，望主しいて業化のあ

り｝J合印し求めることでなければならない》この点でマ

ゲ＼ー／しんの提言はいささか舌足らず土はU、えまいか。

'fi' ~！＇flこ t述べたごとく本書は＂'11/riの人 111/',Jl,'.互について

各界の専門家が衆智を集めて論じており，それだけに内

容的にも多彩である。このため各章にはー貸した脈絡に

かけ，断片的な感もなしとはしない。半面，読者に豊か

な分析視角を与え，また大衆を務発するJ誌におし、て，き

わめて有益な書であることも間違いない。各章ごとに付

主れた；ふれ百tiの内容も本書の理解に役セつであろう。

（かj11. {vf冗：；1; ！主活io失努）
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